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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　酢酸ビニル－ホモ重合体、酢酸ビニルとエチレンとの共重合体、酢酸ビニルとエチレン
及び他のビニルエステル１種以上との共重合体、酢酸ビニルとエチレン及びアクリル酸エ
ステルとの共重合体、酢酸ビニルとエチレン及び塩化ビニルとの共重合体、スチレン－ア
クリル酸エステル－共重合体、スチレン－１，３－ブタジエン－共重合体を包含する群か
らのホモ－又は共重合体、保護コロイド１種以上、場合により粘着防止剤を主剤とする、
凝結促進作用を有する水中に再分散可能なポリマー粉末－組成物において、凝結促進性成
分としてエタノールアミン、ジエタノールアミン、トリエタノールアミン、Ｎ－メチル－
ジエタノールアミン、トリイソプロパノールアミン又はＮ，Ｎ－ジメチルエタノールアミ
ンの化合物１種以上を含有しており、かつ前記化合物は、それらの塩の形で存在していて
もよいことを特徴とする、凝結促進作用を有する水中に再分散可能なポリマー粉末－組成
物。
【請求項２】
　凝結促進性化合物が、無機又は有機酸とのその塩の形で使用されていることを特徴とす
る、請求項１に記載の水中に再分散可能なポリマー粉末－組成物。
【請求項３】
　保護コロイドとして、８０～１００モル％の加水分解度及び１～３０ｍＰａｓの４％水
溶液中でのヘプラー粘度（ヘプラーによる方法、２０℃で、ＤＩＮ５３０１５）を有する
、部分鹸化又は完全鹸化された、場合により疎水性変性されたポリビニルアルコールが使
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用されていることを特徴とする、請求項１から２までのいずれか１項に記載の水中に再分
散可能なポリマー粉末－組成物。
【請求項４】
　凝結促進性成分を、粉末－組成物の総質量に対して０．１～２５質量％の量で含有して
いることを特徴とする、請求項１から３までのいずれか１項に記載の水中に再分散可能な
ポリマー粉末－組成物。
【請求項５】
　請求項１から４までのいずれか１項に記載の水中に再分散可能なポリマー粉末－組成物
を製造する方法において、凝結促進性成分を、スプレー乾燥の直前に相応するポリマー分
散液に加えるか、又は塩の形でポリマー分散液と共に噴霧して粉末にするか又は乾燥の後
に粉末形で加えることを特徴とする、請求項１から４までのいずれか１項に記載の水中に
再分散可能なポリマー粉末－組成物を製造する方法。
【請求項６】
　建築用化学製品中での、水硬性結合剤と結びついた、請求項１から４までのいずれか１
項に記載の水中に再分散可能なポリマー粉末－組成物の使用。
【請求項７】
　建築用接着剤、タイル接着剤及び完全防熱接着剤の製造のための、請求項１から４まで
のいずれか１項に記載の水中に再分散可能なポリマー粉末－組成物の使用。
【請求項８】
　漆喰の製造のための、請求項１から４までのいずれか１項に記載の水中に再分散可能な
ポリマー粉末－組成物の使用。
【請求項９】
　下塗り目止め剤又は床下塗り目止め剤の製造のための、請求項１から４までのいずれか
１項に記載の水中に再分散可能なポリマー粉末－組成物の使用。
【請求項１０】
　レベリング剤の製造のための、請求項１から４までのいずれか１項に記載の水中に再分
散可能なポリマー粉末－組成物の使用。
【請求項１１】
　シールスラリの製造のための、請求項１から４までのいずれか１項に記載の水中に再分
散可能なポリマー粉末－組成物の使用。
【請求項１２】
　目地塗りモルタルの製造のための、請求項１から４までのいずれか１項に記載の水中に
再分散可能なポリマー粉末－組成物の使用。
【請求項１３】
　塗料の製造のための、請求項１から４までのいずれか１項に記載の水中に再分散可能な
ポリマー粉末－組成物の使用。
【請求項１４】
　地上－及び地下建築の建築物用並びにトンネル壁の内張り用の吹き付けモルタル及び吹
き付けコンクリートのための、請求項１から４までのいずれか１項に記載の水中に再分散
可能なポリマー粉末－組成物の使用。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、凝結促進作用を有する水中に再分散可能なポリマー粉末－組成物、その製法
及び水硬性系中でのこの粉末の使用に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ビニルエステル、塩化ビニル、（メタ）アクリレートモノマー、スチレン、ブタジエン
及びエチレンをベースとする重合体は、特にその水性分散液又は水中に再分散可能なポリ
マー粉末の形で、多くの用途で、例えば種々の基材の被覆剤又は接着剤として使用される
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。この重合体の安定化のために、保護コロイド又は低分子量の表面活性化合物が使用され
る。保護コロイドとしては、通常、ポリビニルアルコールが使用される。
【０００３】
　これら製品は、殊に、水硬性接着剤中で、例えばセメント又は石膏をベースとするタイ
ル接着剤中で結合剤として使用される。
【０００４】
　作用物質コンクリートは、その特性が多くのパラメータによりコントロールされうる非
常に多様な加工材料である。重要な特性は、特にこのコンクリートの長時間に渡る加工可
能性及び強度（初期－及び最終強度）である。組成物の経過水和作用により、この加工可
能性は時間と共に低下する。この作用を逆にコントロールするためには、多くの水又はい
わゆる液化剤又は超可塑化剤を添加することができる。しかしながら、これら双方は、コ
ンクリートの初期－及び最終強度に不利に影響する。これらの欠点を補うために、高い初
期－及び最終強度をもたらすいわゆる促進剤又は初期強度発生剤が添加される。
【０００５】
　ＥＰ－Ａ　１１３６５０７には、３級アルカノールアミンが当業者に既に公知の促進剤
として記載されている。この化合物は、非常に活性の親核性物質であり、従って、酢酸ビ
ニル－エチレン－又はスチレン－アクリル酸エステル－共重合体をベースとする多く使用
されているプラスチック含有結合剤中のエステル基を鹸化し、この結合剤の作用効果を破
壊する欠点を有する。従って、ＥＰ－Ａ　１１３６５０７では、アルカノールアミンが経
費をかけてポリマー骨格に結合される。
【０００６】
　ＥＰ－Ａ　１１６７３１７は、凝結－及び硬化促進剤としてのフッ化物含有又はスルフ
ェート含有水溶性アルミニウム塩に関する。
【特許文献１】ＥＰ－Ａ　１１３６５０７
【特許文献２】ＥＰ－Ａ　１１６７３１７
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　従って、本発明の課題は、アルカノールアミンベースの促進剤の使用と同様に、経費の
かかるポリマー合成なしに、かつ他の成分の関与なしに、コンクリート中で効を奏するこ
とができる溶液を提供することであった。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　この課題は、再分散粉末－組成物の成分として促進剤を使用することにより解決される
。意外にも、この場合に、多量の低分子量有機化合物の含有にも関わらず、再分散粉末の
特性、例えば耐ブロッキング性（Blockstabilitaet）及び流動性は損なわれないことが明
らかである。
【０００９】
　本発明の目的物は、Ｃ－原子数１～１５を有する非分枝の又は分枝したアルキルカルボ
ン酸のビニルエステル、Ｃ－原子数１～１５を有するアルコールのメタクリル酸エステル
及びアクリル酸エステル、ビニル芳香族化合物、オレフィン、ジエン及びハロゲン化ビニ
ルを包含する群からのモノマー１種以上のホモ－又は共重合体、保護コロイド１種以上、
場合により粘着防止剤を主剤とする、凝結促進作用を有する水中に再分散可能なポリマー
粉末－組成物であり、これは、化合物ＮＲ３又はＲ２Ｎ－（ＣＨ２）ｎ－ＮＲ２（ｎ＝１
～４であり、式中、基Ｒは同一又は異なるものであり、水素、Ｃ１～Ｃ６－アルキル基、
Ｃ１～Ｃ６－ヒドロキシアルキル基を表し、ここで、少なくとも１個の基ＲはＣ１～Ｃ６

－ヒドロキシアルキル基である）１種以上又は１又は２個のＮＨ２－末端基を有し、Ｃ１

～Ｃ６－アルキレン基を有するポリアルキレングリコール１種以上を含有し、かつ化合物
ＮＲ３、Ｒ２Ｎ－（ＣＨ２）ｎ－ＮＲ２並びにＮＨ２－末端基を有するポリアルキレング
リコールはそれらの塩の形で存在していてもよいことを特徴とする。
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【００１０】
　有利な１又は２個のＮＨ２－末端基を有するポリアルキレングリコールは、１又は２個
のアミノ末端基を有するポリエチレングリコール（ＰＥＯ）、１又は２個のアミノ末端基
を有するポリプロレングリコール（ＰＰＯ）、並びに１又は２個のアミノ末端基を有する
ＥＯ－ＰＯ－共重合体である。有利な化合物Ｒ２Ｎ－（ＣＨ２）ｎ－ＮＲ２は、４個まで
のエタノールアミン－、プロパノールアミン－又はイソプロパノールアミン－基並びに水
素－、メチル－、エチル－及びプロピル基を含有し、ｎ＝２である。Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’
－テトラキス－（２－ヒドロキシプロピル）－エチレンジアミンが特に有利である。有利
な化合物ＮＲ３は、１～３個のエタノールアミン－又はイソプロパノールアミン－基並び
に水素－、メチル－、エチル－及びプロピル基を含有する。エタノールアミン、ジエタノ
ールアミン、トリエタノールアミン、Ｎ－メチル－ジエタノールアミン、トリイソプロパ
ノールアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルエタノールアミンが有利である。トリイソプロパノール
アミン、ジエタノールアミン、トリエタノールアミン及びN-メチルジエタノールアミンが
特に有利に使用される。一般に、凝結促進性成分は、粉末－組成物の総質量に対してそれ
ぞれ０．１～２５質量％、好ましくは１～１０質量％の量で使用される。前記の凝結促進
性化合物は、無機又は好ましくは有機酸とのそれらの塩の形で使用することもできる。こ
の場合には、蟻酸及び酢酸の塩が特に有利である。
【００１１】
　ベース重合体に好適なビニルエステルは、Ｃ－原子数１～１５を有するカルボン酸のそ
れである。有利なビニルエステルは、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、酪酸ビニル、ビ
ニル－２－エチルヘキサノエート、ラウリン酸ビニル、酢酸１－メチルビニル、ピバリン
酸ビニル及びＣ－原子数９～１３を有するα－分枝モノカルボン酸のビニルエステル、例
えばＶｅｏＶａ９Ｒ又はＶｅｏＶａ１０Ｒ（Ｓｈｅｌｌ社の商品名）である。酢酸ビニル
が特に有利である。
【００１２】
　好適なメタクリル酸エステル又はアクリル酸エステルは、Ｃ－原子数１～１５を有する
非分枝の又は分枝したアルコールのエステル、例えばアクリル酸メチル、メタクリル酸メ
チル、アクリル酸エチル、メタクリル酸エチル、アクリル酸プロピル、メタクリル酸プロ
ピル、アクリル酸ｎ－ブチル、メタクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸２－エチルヘキシル
、アクリル酸ノルボルニルである。アクリル酸メチル、メタクリル酸メチル、アクリル酸
ｎ－ブチル及びアクリル酸２－エチルヘキシルが有利である。
【００１３】
　オレフィン及びジエンの例は、エチレン、プロピレン及び１，３－ブタジエンである。
好適なビニル芳香族化合物は、スチレン及びビニルトルエンである。好適なハロゲン化ビ
ニルは塩化ビニルである。
【００１５】
　好適なホモ－及び共重合体の例は、酢酸ビニル－ホモ重合体、酢酸ビニルとエチレンと
の共重合体、酢酸ビニルとエチレン及び１種以上の他のビニルエステルとの共重合体、酢
酸ビニルとエチレン及びアクリル酸エステルとの共重合体、酢酸ビニルとエチレン及び塩
化ビニルとの共重合体、スチレン－アクリル酸エステル－共重合体、スチレン－１，３－
ブタジエン－共重合体である。
【００１６】
　次のものが有利である：酢酸ビニル－ホモ重合体；
エチレン１～４０質量％を有する酢酸ビニルの共重合体；
エチレン１～４０質量％及びカルボン酸基中にＣ－原子数１～１２を有するビニルエステ
ル、例えばプロピオン酸ビニル、ラウリン酸ビニル、Ｃ－原子数９～１３を有するα－分
枝カルボン酸のビニルエステル、例えばＶｅｏＶａ９、ＶｅｏＶａ１０、ＶｅｏＶａ１１
の群からの他のコポリマー１種以上１～５０質量％を有する酢酸ビニルの共重合体；
酢酸ビニル、エチレン１～４０質量％及び好ましくはＣ－原子数１～１５を有する非分枝
の又は分枝したアルコールのアクリル酸エステル、殊にアクリル酸ｎ－ブチル又はアクリ
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ル酸２－エチルヘキシル１～６０質量％の共重合体；及び
酢酸ビニル３０～７５質量％、ラウリン酸ビニル又はＣ－原子数９～１１を有するα－分
枝カルボン酸のビニルエステル１～３０質量％並びにＣ－原子数１～１５を有する非分枝
の又は分枝したアルコールのアクリル酸エステル、殊にアクリル酸ｎ－ブチル又はアクリ
ル酸２－エチルヘキシル１～３０質量％を有する共重合体（これはなおエチレン１～４０
質量％を含有する）；
酢酸ビニル、エチレン１～４０質量％及び塩化ビニル１～６０質量％を有する共重合体；
この際、これらの重合体はなお前記の補助モノマーを記載の量で含有していてよく、かつ
質量％での記載はそれぞれ合計して１００質量％になる。
【００１７】
　次のものも有利である：（メタ）アクリル酸エステル－重合体、例えばアクリル酸ｎ－
ブチル又はアクリル酸２－エチルヘキシルの共重合体又はメタクリル酸メチルとアクリル
酸ｎ－ブチル及び／又はアクリル酸２－エチルヘキシルとの共重合体；
アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸プロピル、アクリル酸ｎ－ブチル、ア
クリル酸２－エチルヘキシルの群からのモノマー１種以上を有するスチレン－アクリル酸
エステル－共重合体；
アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸プロピル、アクリル酸ｎ－ブチル、ア
クリル酸２－エチルヘキシルの群からのモノマー１種以上及び場合によりエチレンを有す
る酢酸ビニル－アクリル酸エステル－共重合体；
スチレン－１，３－ブタジエン－共重合体；
この際、これらの重合体は、なお前記の補助モノマーを記載の量で含有していてよく、質
量％での記載は、それぞれ合計して１００質量％になる。
【００１８】
　この際、モノマー選択又はコモノマーの質量割合の選択を、一般に－５０℃～＋５０℃
、好ましくは－３０℃～＋４０℃のガラス転移温度Ｔｇを生じるように行う。重合体のガ
ラス転移温度Ｔｇは、公知方法で、示差走査熱量計（ＤＳＣ）を用いて測定することがで
きる。Ｔｇは、フォックス－式（Fox-Gleichung）を用いて近似的に予測することもでき
る。Ｆｏｘ　Ｔ．Ｇ．，Ｂｕｌｌ．Ａｍ．Ｐｈｙｓｉｃｓ　Ｓｏｃ．１，３，１２３頁（
１９５６）によれば、
１／Ｔｇ＝ｘ１／Ｔｇ１＋ｘ２／Ｔｇ２＋・・・＋ｘｎ／Ｔｇｎに該当し、ここで、ｘｎ

はモノマーｎの質量画分（Massebruch）（質量％／１００）であり、Ｔｇｎはモノマーｎ
のホモポリマーのガラス転移温度（ケルビン）である。ホモ重合体のＴｇ－値は、Ｐｏｌ
ｙｍｅｒ　Ｈａｎｄｂｏｏｋ　２ｎｄ　Ｅｄｉｔｉｏｎ，Ｊ．Ｗｉｌｅｙ　＆　Ｓｏｎｓ
，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ（１９７５）に挙げられている。
【００１９】
　ホモ－及び共重合体の製造は、乳化重合法又は懸濁重合法により、好ましくは乳化重合
法により行われ、この際、重合温度は一般に４０～１００℃、好ましくは６０～９０℃で
ある。ガス状コモノマー、例えばエチレン、１，３－ブタジエン又は塩化ビニルの共重合
の際には、一般に５バール～１００バールの圧力下に操作することもできる。
【００２０】
　重合の開始は、乳化重合又は懸濁重合のために慣用の水溶性又はモノマー可溶性の開始
剤又はレドックス－開始剤－組み合わせ物を用いて行なわれる。水溶性開始剤の例は、ペ
ルオキシソ二硫酸のナトリウム－、カリウム－及びアンモニウム塩、過酸化水素、ｔ－ブ
チルペルオキシド、ｔ－ブチルヒドロペルオキシド、カリウムペルオキソジホスフェート
、ｔ－ブチルペルオキソピバレート、クモールヒドロペルオキシド、イソプロピルベンゼ
ンモノヒドロペルオキシド、アゾビスイソブチロニトリルである。モノマー可溶性の開始
剤の例は、ペルオキシジ炭酸ジヘキサデシル、ペルオキシジ炭酸ジシクロヘキシル、ジベ
ンゾイルペルオキシドである。前記の開始剤は、一般に、モノマーの総質量に対してそれ
ぞれ０．００１～０．０２質量％、好ましくは０．００１～０．０１質量％の量で使用さ
れる。
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【００２１】
　レドックス開始剤として、還元剤との前記の開始剤からの組み合わせ物を使用する。好
適な還元剤は、アルカリ金属及びアンモニウムの亜硫酸塩及び重亜硫酸塩、例えば亜硫酸
ナトリウム、スルホキシル酸の誘導体、例えば亜鉛－又はアルカリ金属ホルムアルデヒド
スルホキシレート、例えばナトリウムヒドロキシメタンスルフィネート及びアスコルビン
酸である。この還元剤の量は、モノマーの総質量に対して一般に０．００１～０．０３質
量％、好ましくは０．００１～０．０１５質量％である。
【００２２】
　分子量のコントロールのために、この重合の間に調節性物質を使用することができる。
調節剤が使用される場合には、これは、通常は、重合すべきモノマーに対して０．０１～
５．０質量％の量で使用され、反応成分とは別々に又は予め混合しても配量される。この
ような物質の例は、ｎ－ドデシルメルカプタン、ｔ－ドデシルメルカプタン、メルカプト
プロピオン酸、メルカプトプロピオン酸メチルエステル、イソプロパノール及びアセトア
ルデヒドである。
【００２３】
　好適な保護コロイドは、ポリビニルアルコール；ポリビニルアセタール；ポリビニルピ
ロリドン；水溶性の形の多糖類、例えば澱粉（アミロース及びアミロペクチン）、セルロ
ース及びそのカルボキシメチル－、メチル－、ヒドロキシエチル－、ヒドロキシプロピル
－誘導体；タンパク質、例えばカゼイン又はカゼイネート、大豆タンパク、ゼラチン；リ
グニンスルホネート；合成ポリマー、例えばポリ（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリル
酸とカルボキシル官能性コモノマー単位との共重合体、ポリ（メタ）アクリルアミド、ポ
リビニルスルホン酸及びその水溶性コポリマー；マレインホルムアルデヒドスルホネート
、ナフタリンホルムアルデヒドスルホネート、スチレンマレイン酸－及びビニルエーテル
マレイン酸－コポリマーである。
【００２４】
　８０～１００モル％の加水分解度を有する部分鹸化又は完全鹸化されたポリビニルアル
コール、殊に８０～９５モル％の加水分解度及び１～３０ｍＰａｓの４％水溶液中でのヘ
プラー粘度（ヘプラーによる方法、２０℃で、ＤＩＮ５３０１５）を有する部分鹸化され
たポリビニルアルコールが有利である。８０～９５モル％の加水分解度及び１～３０ｍＰ
ａｓの４％水溶液中でのヘプラー粘度を有する部分鹸化され、疎水性変性されたポリビニ
ルアルコールも有利である。この例は、酢酸ビニルと疎水性コモノマー、例えば酢酸イソ
プロペニル、ピバリン酸ビニル、ビニルエチルヘキサノエート、Ｃ－原子数５又は９～１
１を有する飽和α－分枝モノカルボン酸のビニルエステル、マレイン酸ジアルキル及びフ
マル酸ジアルキル、例えばマレイン酸ジイソプロピル及びフマル酸ジイソプロピル、塩化
ビニル、ビニルアルキルエーテル、例えばビニルブチルエーテル、オレフィン、例えばエ
テン及びデセンとの部分鹸化された共重合体である。疎水性単位の割合は、部分鹸化され
たポリビニルアルコールの総質量に対して好ましくは０．１～１０質量％である。前記の
ポリビニルアルコールの混合物も使用できる。
【００２５】
　８５～９４モル％の加水分解度及び３～１５ｍＰａｓの４％水溶液中でのヘプラー粘度
（ヘプラーによる方法、２０℃で、ＤＩＮ５３０１５）を有するポリビニルアルコールが
最も有利である。前記の保護コロイドは、当業者に公知の方法を用いて入手可能であり、
一般にモノマーの総質量に対して合計１～２０質量％の量で、その重合の際に添加される
。
【００２６】
　乳化剤の存在下に重合される場合には、その量はモノマー量に対して１～５質量％であ
る。好適な乳化剤は、アニオン性、カチオン性乳化剤でも非イオン性乳化剤でもあり、例
えばアニオン性界面活性剤、例えばＣ－原子数８～１８の鎖長を有するアルキルスルフェ
ート、疎水性基中のＣ－原子数８～１８及びエチレン－又はプロピレンオキシド単位４０
までを有するアルキル－又はアルキルアリールエーテルスルフェート、Ｃ－原子数８～１
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８を有するアルキル－又はアルキルアリールスルホネート、スルホコハク酸と一価のアル
コール又はアルキルフェノールとのエステル及び半エステル又は非イオン性界面活性剤、
例えばエチレンオキシド－単位８～４０を有するアルキルポリグリコールエーテル又はア
ルキルアリールポリグリコールエーテルである。
【００２７】
　重合の終了後に、残留モノマー除去のために公知方法を用いて、一般にレドックス触媒
で開始される後重合により後重合することができる。揮発性の残留モノマーは、有利に減
圧下で、かつ場合によっては不活性共沸ガス、例えば空気、窒素又は水蒸気の導通（Durc
hleiten）又は流過（Ueberleiten）下での蒸留を用いて除去することもできる。こうして
得られる水性分散液は、３０～７５質量％、好ましくは５０～６０質量％の固体含有率を
有する。
【００２８】
　水中に再分散可能なポリマー粉末の製造のために、水性分散液を、場合によっては噴霧
助剤としての保護コロイドの添加後に、例えば渦動床乾燥、凍結乾燥又はスプレー乾燥を
用いて乾燥させる。分散液をスプレー乾燥させるのが有利である。この際、このスプレー
乾燥は、慣用のスプレー乾燥装置中で行われ、この際、１成分－、２成分－又は多成分ノ
ズルを用いて又は回転デイスクを用いてこの噴霧を行うことができる。出口温度は、装置
、樹脂のＴｇ及び所望の乾燥度に応じて、一般に４５℃～１２０℃、有利には６０～９０
℃の範囲が選択される。
【００２９】
　通常、噴霧助剤（保護コロイド）は、分散液のポリマー成分に対して３～３０質量％の
合計量で使用される。即ち、乾燥工程前の保護コロイドの総量は、ポリマー分に対して３
～３０質量％であるべきであり；有利には、ポリマー分に対して５～２０質量％が使用さ
れる。
【００３０】
　好適な噴霧助剤は、部分鹸化されたポリビニルアルコール；ポリビニルピロリドン；水
溶性の形の多糖類、例えば澱粉（アミロース及びアミロペクチン）、セルロース及びその
カルボキシメチル－、メチル－、ヒドロキシエチル－、ヒドロキシプロピル－誘導体；タ
ンパク質、例えばカゼイン又はカゼイネート、大豆タンパク、ゼラチン；リグニンスルホ
ネート；合成ポリマー、例えばポリ（メタ）アクリル酸、カルボキシ官能性コモノマー単
位を有する（メタ）アクリル酸のコポリマー、ポリ（メタ）アクリルアミド、ポリビニル
スルホン酸及びそれらの水溶性コポリマー；メラミンホルムアルデヒドスルホネート、ナ
フタリンホルムアルデヒドスルホネート、スチレン－マレイン酸－及びビニルエーテルマ
レイン酸－コポリマーである。噴霧助剤として、ポリビニルアルコール以外の他の保護コ
ロイドを使用しないのが有利である。
【００３１】
　噴霧の際に、ベースポリマーに対して１．５質量％までの消泡剤の含有率が屡々好適で
あると証明された。殊に低いガラス転移温度を有する粉末における耐ブロッキング性（Ve
rblockungsstabilitaet）の改良により貯蔵性を高めるために、得られる粉末を、ポリマ
ー成分の総質量に対して有利に３０質量％までの粘着防止剤（Antiblockmittel、Antibac
kmittel）を用いて仕上げ処理することができる。この粘着防止剤の例は、好ましくは１
０ｎｍ～１０μｍの範囲の粒径を有するＣａ－又はＭｇ－炭酸塩、タルク、石膏、珪酸、
カオリン、珪酸塩である。
【００３２】
　噴霧すべき供給物（Speise）の粘度は、固体含有率を介して、＜５００ｍＰａｓ（２０
回転及び２３℃でのブルックフィールド－粘度）、有利には＜２５０ｍＰａｓの値が得ら
れるように調節する。噴霧すべき分散液の固体含有率は、＞３５％、好ましくは＞４０％
である。
【００３３】
　使用技術的特性の改善のために、この噴霧の際に、更なる添加剤を加えることができる
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。有利な実施形で含有される分散粉末組成物の更なる成分は、例えば顔料、填料、気泡安
定化剤、疎水性化剤である。
【００３４】
　ポリマー粉末－組成物の製造のために、凝結促進性成分を、鹸化プロセスの時間をでき
るだけ短く保つために、スプレー乾燥の直前に相応するポリマー分散液に添加する。塩の
形で凝結促進性成分を使用する場合には、アミン又はアミノ末端基を有するポリアルキレ
ングリコールを、予め酸で中和し、塩の形でこの分散液と共に噴霧して粉末とする。場合
によっては、この凝結促進性成分を乾燥の後に粉末の形で添加することもできる。このた
めに、これを紛状の担持剤、例えば珪酸上に塗被する。
【００３５】
　　水中に再分散可能なこのポリマー粉末－組成物は、そのために典型的な用途分野で使
用することができる。例えば建築用化学製品中で、場合によっては水硬性結合剤、例えば
セメント（ポルトランド－、アルミナ－、トラス－、スラグ－、マグネシア－、ホスフェ
ート－セメント）、石膏及び水ガラスと共に、建築用接着剤、殊にタイル接着剤及び完全
防熱接着剤（Vollwaermeschutzkleber）、漆喰、下塗り目止め剤、床下塗り目止め剤、レ
ベリング剤、シールスラリ、目地塗りモルタル及び塗料の製造のために使用できる。有利
な用途分野は、地上－及び地下建築の建築物用の並びにトンネル壁の内張り用の吹き付け
モルタル（Spritzmoertel）及び吹き付けコンクリート（Spritzbeton）である。
【００３６】
　この再分散可能なポリマー粉末－組成物の利点は、この固体適用形では鹸化反応がもは
や進行できず、従って結合剤が影響されない事実に基づく。更なる利点は、使用者が建築
現場で少ない成分を取り扱うべきであり、固体適用形での取り扱いは、アルカノールアミ
ンのような液状の有機の可燃性化合物を用いる操作（Umgang）が示すよりも、容易である
事実である。
【実施例】
【００３７】
　ポリマー分散液
　分散液として、酢酸ビニルとエチレンとからのコポリマーのポリビニルアルコール安定
化された分散液を使用した。その製造は、乳化重合を用いて行った。安定化のために、８
８モル％の鹸化度及び４ｍＰａｓのヘプラー粘度を有するポリビニルアルコール１０質量
％を用いた。このコポリマー組成は、酢酸ビニル９２質量％及びエチレン８質量％であっ
た。
【００３８】
　再分散粉末：
　促進剤及び８８モル％の鹸化度及び４ｍＰａｓのヘプラー粘度を有するポリビニルアル
コール８質量％の添加下での前記分散液のスプレー乾燥により、粉末を製造した。
【００３９】
　次いで、分散液を２成分ノズルを用いて噴霧させた。噴霧成分として、４バールまで予
め加圧された空気を使用し、生じた液滴を１２５℃まで加熱された空気を平流で用いて乾
燥させた。得られた乾燥粉末に、１０質量％の市販の粘着防止剤（カルシウム－マグネシ
ウム－炭酸塩及びヒドロ珪酸マグネシウムからの混合物）を加えた。
【００４０】
　促進剤：
　アルカノールアミンを直接使用するか又は予め当モル量の蟻酸（ＦＡ）を加えるか又は
５～６のｐＨ値まで調節した。次のアルカノールアミンを使用した：
　ＭＤＥＡ＝Ｎ－メチルジエタノールアミン
　ＴＥＡ＝トリエタノールアミン
　ＤＥＡ＝ジエタノールアミン
　ＴＰＡ＝トリイソプロパノールアミン　。
【００４１】
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　試験：
　得られた粉末を、その粉末特性及びコンクリート中での促進剤の作用効果について検査
した。
【００４２】
　流動性：
　この流動性を、息角円錐（Schuettkegel）の形成を介して視覚的に評価した。
【００４３】
　耐ブロッキング性（Blockfestigkeit）の測定：
　耐ブロッキング性の測定のために、分散粉末をねじ付き鉄管中に充填し、その後、金属
スタンプで加重した。この加重の後に、乾燥箱中５０℃で、１６時間貯蔵した。室温まで
冷却の後に、粉末を管から除去し、耐ブロッキング性（Blockstabilitaet）を粉末の圧潰
により定性的に測定した。この耐ブロッキング性を次のように等級付けた：
　１～３＝　非常に良好な耐ブロッキング性
　４～６＝　良好な耐ブロッキング性
　７～８＝　満足しうる程度の耐ブロッキング性
　９～１０＝耐ブロッキング性ではなく、粉末は圧潰の後にもはや流動性ではない。
【００４４】
　沈殿特性ＲＡの測定：
　再分散液の沈殿特性は、この粉末の再分散可能性の尺度として役立つ。強い剪断力の作
用により、５０質量％の水中で再分散液を得た。
【００４５】
　次いで、希釈された再分散液（固体含有率０．５％）でこの沈殿特性を測定し、そのた
めに、この分散液１００ｍｌを目盛り付き管中に充填し、固体の沈殿高さを測定した。２
４時間後の沈殿をｍｍで記載した。７より大きい値は、この粉末の不充分な再分散を示し
ている。
【００４６】
　凝結特性の測定（サーモカーブ）：
　この粉末の使用の際のセメント系の凝結特性を、水和熱の追跡により測定した。この測
定は、０．１のプラスチックセメントファクター（Kunststoffzementfaktor）及び０．４
の水硬セメントファクターで行った。この測定のために、Ｒｏｈｒｄｏｒｆ社のクラスＣ
ＥＭ　Ｉ　４２，５Ｒのセメントを使用した。測定値は、測定ゾンデを用いて測定される
組成物（Masse）の温度である。記載値は、最大温度の達成までの時間である。
【００４７】
　試験結果は、第１表中にまとめられている。
【００４８】
　これらのデータから、この粉末特性は、負に影響されないことが判る。流動性、耐ブロ
ッキング性及び再分散可能性は、実質的に変わらずに残っている。これに反して、セメン
ト凝結への正の作用は明らかである。この組成物は、要求されるように、明らかに促進さ
れた温度展開を示している。
【００４９】
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